
l藷~支１

新興国におけるＢＯＰ（BaseofthePyramid）戦略

としてのＢＰＯ（BusinessProcessOutsourcing）戦略
一フィリピンIT-BPO産業とルイスの転換点を中心として－

林悼史

ｌはじめに

2．産業別雇用者数比率とＧＤＰシェア推移に見るIT-BPO産業

２．１産業別雇用者数比率の推移とIT-BPO産業

２．２産業別ＧＤＰシェア推移に見るIT-BPO産業

２．３農業就業者数の推移と農村・都市人口の増加

２．４農村・都市人口の増加とサービス産業

3．サービス産業におけるIT-BPO産業

３．llT-BPO産業の間接的雇用創出

３．２１T-BPO産業の雇用創出とサービス産業における位置

4．ルイスの転換点とサービス産業

４．lルイスの転換点の新興国への適合性

４．２「capitalistsector」としてのIT-BPO産業

４３ルイスの転換点とIT-BPO産業の位置

５．まとめと結論

キーワード：IT-BPO，ルイスの転換点，農村人口・都市人口，BOP，二重経

済（DualeconomyLクリテイカルマス

１．はじめに－研究対象と目的

本論文は，別稿（林：2017）においても述べたように以下の視点からの研

究を目的としている。すなわち。本論文はフィリピンにおいて急速に台頭して

きているIT-BPO（BusinessProcessOutsourcing)'）産業が，貧困削減戦略と
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してのＢＯＰ（BaseofthePyramid＝以下，BOP）戦略の視点からどのように

位置づけられるのかを明らかにすることを狙いとしている。従来の開発経済学

的観点からは，農業の技術的改善と士地所有制度的改革等による生産`性の向上

と農民所得の増大が，一方では食糧の増産と食料価格の低位安定化そして過

剰労働力の創出を促すと同時に，他方では多数の農民層を貧困ラインから開放

し，そして農村市場の拡大を齋すことになる。これによって，農民層家族の生

活や農作業に要する工業製品市場の拡大を惹起し製造業部門を中心とする工

業部門を拡大再生産軌道に乗せることに連動していく。こうして，工業部門の

拡大が部門内・部門間において連関的に産出効果と雇用創出効果を生み出し，

農村に滞留する過剰労働力を吸収していくことになる。換言すれば，製造業を

はじめとする工業部門の主要企業群が主たる構成要素でもあるフォーマルセク

ターの拡大が運輸・金融・商業等のサービス産業の拡大と連動して，農村の

インフォーマルセクターに滞留する不安定就業層としてのＢＯＰ層を次第に吸

収していくことになる。言い換えれば，一方での農業部門の生産性の向上・土

地所有制度の改革・農民層の解体・農村市場の拡大，他方での工業部門と関連

サービス部門の発展プロセスがやがていわゆる「ルイスの転換点」の重要な契

機となる（Lewis：1954,速水：1995,Todaro,M.P”ａｎｄSmith,Ｓｃ：2011,

Janvry,ADandSadouletAE：2016,Taylor,』.Ｅ,andLybbert,ＴＪ：2015)2)。

この転換点以降，農村部を中心に滞留する余剰労働力は枯渇しはじめ，賃金は

全般的上昇傾向に入り，一方での中間所得層の増大と消費市場の拡大というポ

ジティブな側面〆他方での「中間所得国の罠｣3'というネガティブな側面を抱

えつつ新たな発展の軌道に乗ることになる。こうした農業部門の発展と他部門

との連関効果に注目する開発経済学的視点からすれば，こうした新興国におけ

る農業の生産'性向上と前方（forward）・後方（backward）連関を通じた工業

化が余剰労働力の吸収と経済の発展に極めて重要となる。

同時に多くの資本不足に苦慮する新興国は，工業化を促進し，外貨の獲得の

みならず余剰労働力を吸収すべ〈，外資系製造業企業に対して，法人税の減免，

輸出用原材料・中間品の輸入関税の減免，生産・物流や諸手続きに要するイン
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フラ整備を備えた輸出加工区の設置やその他各種優遇措置により，対内直接投

資環境を整備してきた４１。

しかしながら，すでに見てきたように（林：2016)，ＮＩＥＳとして台頭して

きた一部の東アジア諸国を除いて，フィリピンをはじめいわゆる新興国におい

ては，農村に滞留するこうしたＢＯＰ層の絶対的拡大からは免れてはいない。

特にフィリピン全就業者数に占める製造業部門の雇用者数の比率は，後述する

ように－桁のままとなっている。こうしたなかサービス産業に属するＩT‐

BPO産業が急速にＧＤＰおよび雇用者数に占める比率を高めてきている。本論

文では，新興国フィリピンにおける余剰労働力の問題点を，「Lewisの転換点」

(Lewis：1954）の本来有している論点に即して，従来の論者の問題点を明ら

かにしていく。

別稿（林：2017）では，同国IT-BPO産業の位置づけを，ＧＤＰ・最終家計消

費額との対比，海外からの送金額との比較，製造業部門とＢＰＯ産業との雇用

者数対比，IT-BPO産業の項目別収入・輸出額および雇用者数とジェンダーか

ら検討してきた。本論文では，上記の諸点に留意しながら，以下，フィリピン

BPO産業の同国産業経済上における位置を，上記キーワードを中心に開発経

営学の視点から吟味していく。

２産業別雇用者数比率とＧＤＰシェア推移に見るlT-BPO産業

２．１産業別雇用者数とlT-BPO産業

図表ｌは，フィリピンの農業，工業，サービス各産業雇用者数の比率の推移

とITO-BPO産業における同比率の推移を示したものである。

同図表に示されているように，全就業者数に占める農業部門の比率は，１９９０

年の452％から2016年の26.9％へと18.3ポイントの低下傾向を辿ってきた。他

方，工業部門の同比率は，1990年の15.0％から2016年の17.5％へと26年間でわ

ずか2.5ポイント増加したに過ぎない。特にこの工業部門の中でも重要な位置

を占める製造業の同比率は，2000年の99％から停滞基調となり，2016年には

－９９－
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図表１フィリピンにおける産業別雇用者数比率の推移とlT-BPO
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8.3％水準へとむしろ相対的には低下するに至っている。本来は，工業部門の

比率が継続的に上昇し（図表ｌ点線部)，低下傾向を示す農業部門の比率とが

クロスするか，あるいはクロスすることを想定させる方向性を示しているはず

であった。

しかしながら，農業部門から排出された労働力は，サービス部門へと吸収さ

れ，この間サービス部門の就業者数比は397％から55.6％へと159ポイント

の増加となっている。こうした推移の中で，全就業者数に占めるIT-BPO産業

の同比率は，2005年の0.43％から2016年の2.82％へと上昇し続け，サービス産

業就業者数に占める比率（図表ｌ：［IT-BPO]）も同期間0.9％から5.0％へと

高まってきた。

２．２産業別ＧＤＰシェア推移に見るlT-BPO産業

こうした傾向をＧＤＰに占める各産業の付加価値額の比率で見てみると，よ

り鮮明に見ることができる（図表２参照)。

農業部門は1970年の295％を最高値として以降低下傾向を辿り，2016年には
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図表２産業別GrossVaIueAddedShareofGDP
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注：1960-1990年の数値はWDIs，2000年以降はＰＳＡのデータ。2016年の数値は，

BangkoSentralNGPilipinasのデータ。

9.7％にまで低下している。また工業部門は，1980年の38.8％を最高値として以

降，停滞基調をたどり，2016年には30.6％にまで低下している。その中でも中

心的位置を占める製造業部門は，2000年の24.5％から2016年の19.7％へと一貫

した低下傾向を辿ってきた。したがって，ＧＤＰに占める各部門の付加価値額

比率の推移からは，農業部門のみならず，工業，製造業ともに比率を一貫して

低下させてきており，一方が上昇，他方が下降傾向を辿りながらクロスすると

いう意味での「転換点」は示されていない。

それに対して，サービス部門もＧＤＰに占める比率だけが，1960年の418％

から1980年の36.1％へといったんは低下傾向を示してきたが，それ以降上昇傾

向に入り，2016年の59.7％へと高めてきた。このサービス部門の中でもIT-

BPO部門は2016年にはＧＤＰ全体の74％にまで高まってきている。こうした

推移が継続した場合には，ここ数年内に農業部門の対ＧＤＰ比率とＩＴＢＰＯ部

門の同比率がクロスする時点に到達することになる。
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２３農業就業者数の推移と農村・都市人口の増加

農村人口と都市人口の推移は，通常，工業化とともにそれに付随する金融，

運輸，卸．小売りその他サービス産業も台頭し，農業部門からの労働力が他部

門に移動する。それに伴って，農村人口は減少に転じ，それら産業が集中する

都市へと人口移動が生じ，都市人口が農村人口を上回っていくことになる。な

お，ここでの農村人口．都市人口の定義は世銀（以下，ＷＢ）の定義に従って

いく5)。

日本が1960年から2015年にかけて辿ってきた，農村人口対都市人口の比率の

図表３日本の農村人口対都市人ロ比率の推移（単位：％）
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図表４農村人口・都市人ロ推移（日本）（単位：万人）
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推移は図表３の通りであり，1960年の時点で都市人口がすでに農村人口を36ポ

イント以卜上向っている。

さらに，図表４に示されているように，農村人口はこの55年間にかけて，

3398万人から825万人へと絶対数として減少してきた。

他方，フィリピンの場合を示したのが図表５．図表６である。同国の農村人

口比率は1960年の69.7％から1990年の51.4％へと低下傾向を示してきたが，そ

れ以降，逆に持続的に増加傾向を辿り，2015年には過半の556％にまで至って

図表５農村人ロ対都市人ロ比率の推移（フィリピン）
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図表６農村人ロと都市人ロ推移（フィリピン）（単位：万人）
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いる。

逆に都市人口比率は1990年以降低下傾向に入り，2015年には44.4％にまで低

下している。同時に注目すべき点は，比較対象年時の1960年以降，都市人口の

みならず，農村人口も一貫して増加傾向を辿ってきた点にある。1960年には農

村人口が都市人口を1035万人上回っていたが，1990年には両者の差がいったん

は175万人へと縮小し，そしてそれ以降は，両者の差は逆に拡大しはじめ，

2015年には1134万人へと拡がっている。

この図表から見る限り，フィリピンの都市人口は同国の歴史上，一度も農村

人口を上回ることはなかったことになる。換言すれば，農村人口は都市人口と

の対比において，未だクロスする転換点に至っていないことを意味する。

図表’で見てきたように，全就業者数に占める農業就業者数は一貫して低下

傾向を辿ってきた。それにもかかわらず，農村人口が相対的にも絶対的にも増

加傾向を辿ってきた要因は何に求められるのだろうか。確認のために，同国の

農林漁業関連就業者数の推移を見てみよう（図表７参照)。

同表に示されているように，絶対数としては,2011年までは増大傾向を辿り，

それ以降低下傾向を示している。すなわち，2011年までは，絶対数としては増

加し，相対的には低下してきたのに対して，同年以降は，相対的にも絶対的に

図表７農林水産業就業者数推移（フィリピン）単位：万人
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も低下してきたことを意味する。それにもかかわらず，農村人口が増加傾向を

辿り，農村人口と都市人口との差が，2010年の883万人から2015年の1134万人

の差へと拡大してきた要因はどこにあるのだろうか｡従来の「ルイスの転換点」

の視点からすれば，都市の近代工業部門の資本蓄積とともに農村からの余剰労

働力を吸引し続け，農村人口は減少傾向を辿るはずであったが。

２４農村人口の増加とサービス産業

上記の通り，農業就業者数が2011年までは絶対数としては増加し，相対的

には低下傾向を辿ってきた。しかし2011年以降は，絶対数としても低下傾向を

辿っている。それにもかかわらず，農村人口が相対的にも絶対的にも増加傾向

を辿ってきたことは，農村人口に占める農業以外の産業分野に就業する層が増

加してきたことと同義である。特に，図表５，６に示されていたように，１９９０

年以降の農村人口の伸びが顕著となっている。

他方，製造業を始めとする工業部門の就業者数比率は，この1990年から2016

年にかけての26年間で，わずかに2.5ポイント上昇したにすぎない。それに対

して，サービス産業就業数は同期間にかけて15.9ポイントの上昇を示してきた。

以上の点から，農村人口の相対的絶対的増加と，農業就業人口の相対的低下

傾向および2011年以降の絶対数としての低下傾向との矛盾は，農村に滞留する

サービス産業従事者数の増加にその要因を求めざるを得ない。それでは，そう

図|表８就業者の就業形態別規模と区分（20062007年）

就栞者散.ﾕﾖ票万人÷夫栞者散42E万人＝i釜済沽釛人□:3,781万｣

ｉＦＥＭ宗業者＝２６９B万人＝経済活動人口ＣＤ７ｉ直4笑

…i鶴諾}'…
一瞬苧i寮語録ぞf評言i苧箭ｊ￣

聯…虐欝蟄芽ヅ
；俳幾菜誠qの錘斡’

ﾑｰﾑ｣l3jiii勢…Ilii3IfiiL--

出所：林（2016）３１頁。原資料はHeintzJ．（2010），およびNSCＢデータより算出<
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したサービス産業の内実はどのような就業形態なのであろうか。図表８は，同

国の農業，非農業分野の就業形態を安定就業層と不安定就業層とに分類したも

のである。

同図表に表されているFormalEmploymentとInfOrmalEmploymentの就

業者数mはそれぞれフォーマルセクターとインフォーマルセクターに就業し

ている層の人数を基本に，さらにそこからフォーマルセクターのなかで非正規

に働いている就業者（infOrmalemployment）数と，インフォーマルセクター

のなかで正規に働いている就業者（fOrmalemployment）数をそれぞれ算出し

なおしたものである。

これによると，非農業部門の就業者数計2308万人のうち，infOrmal

employmentに区分される就業者数（1328万人）は，575％を占めることにな

る。

このことは，農村に滞留している農業だけでは生活維持費を賄えない不安定

就業層の人たちが，生活維持手段として，いわゆるサービス産業に属する多様

な職種についていることを意味する。例えば，SanPablo市郊外の農村地域で

の調査で，マイクロファイナンスを活用している女性の職業，および彼女らの

夫の職業をヒアリングした際には，女性はサリサリストア（伝統的零細小売）

事業，バナナの栽培と販売，トチーノ（豚肉の加工食品）販売，露店的零細食

堂（賄い)，他方，夫の職種は，輪タクの運転手，日雇い建設業，修理屋（何

でも屋)，露天小売商，バランガイのガードマン（パトロール業)，および妻の

上記の仕事の手伝い等々であった７１．これらの職種は，一部は食品加工，建

設等の工業部門に属するとはいえ，大部分はサービス産業関連の職種に属して

おり，そして就業形態から見れば，明らかにunder-employment（注15参照）

下の不安定就業といえる。これらの職務内容は，サービス産業に属しているが，

フォーマルセクターとして位置づけられうる近代的金融・運輸・小売における

就業内容ではない。

さらに耕地拡大の限界と農業技術の進歩によって農村は労働人口の自然増

を抱えきれなくなり，その分都市へと押し出される傾向にある。他方，都市で
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(よ，近代的工業・サービス部門はプル要因として十分に機能しないために，一

方での農村における人口の自然増を安定就業層としては十分に吸収できない。

その結果，都市における労働力人口の増加分の多くは，いわゆる居住環境の劣

悪なスラム住民として滞留することになる。

図表９は，1990年から2014年までのアジアにおける都市人口に占めるスラム

住民の割合とその人数の推移を表している。

同図表に示されているように都市におけるスラム住民の割合は，生活イン

フラの改善とともに低下傾向にあるが，依然，３～４名に－人はスラムに住ん

でいる。しかもは絶対数としては，依然，増加傾向から免れているとは言えな

い。フィリピンの場合も，2010年までは明らかに増加傾向を辿っている8)。

こうして，農村，都市に滞留する労働力人口の多くは，農業，工業さらには

近代的フォーマルセクターとしてのサービス産業に従事する就業者層ではな

く，インフォーマルセクターに従事する不安定就業層として位置づけられる。

図表9 スラムに住む都市人ロの割合と人数（％：万人）

ulD
出所:UnitedNations

lndicatorsDatab

出所:UnitedNationsHumanSettlementsProgram（UN-Habitat），GIobalUrban

lndicatorsDatabase2014.より抽出

注：UN-Habitatのスラムの定義は，４つの構成要素（improvedwater，improved

sanitation,duarablehousing,andsufficientlivingarea）を基準にしている。ただし,

上記図表においてインドの両数値が大きく低下しているのに対して，中国のスラム

に住む都市人口の人数が大きく増加している理由については明確ではない。

－１０７－

|《)9(） 1９９５ 2()Ｏ(） 』()0５ ２()］（） ２０１４ I()リ(） 1９９５ 」Ｏ()０ 2()()５ 2()Ｉ(） 2()１４

Ｂａｌ１ｇｌｑｄｃｓｈ ８７．３ ８４．７ ７７．８ ６６．２ ６１６ ５５．１ ２.(１００ ２．３５４ 2．５８２ ２．７８３ ２，７５４ ユ,９２７

ｃｈｉｎ【， ４３．６ 4().４６ 3７．３３ 3２１ 2リ」 2５２ １３，１６７ '５，］４４ １６．９１(） １８．３５４ '８.()５６ lﾘ」11

lｎｄｉａ ５４．， ４Ｈ､２ ４１５ 3４．８ 2９．４ ２４.(） ｌＺＬ()２ ]ユコ､２３ ｌＬ９７(） lＬ２９ｌ 1(),４６ｋ ，.８４５

Iｎｄｏｎｃｓｉｎ Ｓ().８ 4２６２ ３４４４ ２６．２６ ２ユ.９８ ２１８ ユ､７５６ 2.902 ２，９６７ ２，４７８ 2２６ ユ,９２１

ＰｉｌｋｉｓｍＩｌ ５］ 49.８３ ４８．６７ ４７．５ ４６．５７ ４５．５ １，８()５ ２，０６リ ２．３８９ ２．７１６ ２，９９７ ３，ユ２７

Phili ｐID
■

Ｉ、［､Ｉ ５４．３ §Ⅱ､8 ４７．２ 4３．７ 40.9 ３８．Ｊ 1．６４１１ １．７１(ｉ 1，７６１ 1９７，２ 8３０ 1，７０６

Ｔｈａｉｌ(】、。 ２６.(） 27.0 ２５１１ ５５４ ６１５ 8２６



[論文］新興国におけるＢＯＰ（BaseofthePyramid）戦略
としてのＢＰＯ（BusinessProcessOutsourcing）戦略（林）

３．サービス産業におけるlT-BPO産業

３．１１T-BPO産業の間接的雇用創出

サービス産業に属するIT-BPO産業は，明らかに法人登録されたフォーマル

セクターに属している。このIT-BPO産業に就業する雇用者数は，2008年の

37.2万人から2016年の114.6万人へと年約１０万人ペースで増加し，全就業者数に

占める比率も2008年の1.1％から2016年の2.8％，サービス産業就業者数に占め

る比率も同様に2.2％から5.0％を占めるに至っている（図表１０参照)。

しかも，別稿（林：2017）でも紹介されているように全産業就業者数に占め

る製造業部門の就業者数は，2008年の8.6％から2016年の8.3％へと低下傾向を

示してきた。

換言すれば，2008年から2016年にかけて，全産業就業数に占める両産業の比

率の差異は，7.5ポイントから5.5ポイントに縮小し逆にサービス産業就業者

数に占めるIT-BPO産業の比率は同期間2.2％から50％へと28ポイント増加

してきたことになる。

そして興味深い点は，IT-BPO産業に新たに雇用者１名が雇用されると，他

図表１０フィリピン就業者数部門別内訳推移（単位：万人・％）

製造業

サービス

Ｔ－ＢＰＯ＝

出所：林（2017)，原資料はPhilippineStatisticsAuthority,２０１５Ｐ/z"伽伽ＳｍｔＭｃα／

Y1ga7booA,およびBangkoSentralNGPilipinaso

注１：2016年の数値は，１月・４月・７月の平均値。サービス産業の数値は，全産業就

業者数から，農林水産，鉱業，製造業，電気・ガス・水道関連，建設業を除いた数値。

注２：IT-BPOの就業者数は，FullＴｉｍｅベースの就業者数。
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部門特にサービス部門に新たに２～３名の雇用が創出される点にある（BPAP

2007)９１。このことは，2008年から2016年にかけて新たに創出されたIT-BPO産

業の雇用者数77.4万人は，関連する産業分野で，新たに154.8万人～2322万人

の雇用を創出したことを意味する。

そしてこれら新たに創出された雇用の多くは，IT-BPO産業の就業者とその

家族が支払う飲食料，個人消費財，生活関連製品，交通・通信費関連等の小売，

飲食店，その他サービスを始めとするサービス産業で創出される。さらに

IT-BPO産業の企業側が投資ないし購入する分野も，テレコム，ビルのレンタ

ル電気・水道，金融その他，事業に不可欠な主要分野もサービス産業である

ため，こうした産業分野を中心に雇用創出がなされることになる。したがって，

こうした間接的に創出された雇用者がサービス部門に集中していることを前提

とした場合，IT-BPO産業で新たに創出された雇用増加分の77.4万人は，サー

ビス産業が2008年から2016年にかけて創出された雇用増加分の560.4万人の

27.6％～41.4％を占めることになる。

a21T-BPO産業の雇用創出とサービス産業における位置

IT-BPO産業で新たに創出された雇用者数と関連するサービス他部門で間接

的に新たに創出された雇用者数は前項（2.5「サービス産業におけるIT-BPO

産業｣）で見てきた通りである。そこでさらに2004年から2016年までの，２年

ごとに新たに創出された雇用者数を同様の方法で確認していく。図表１１は，

2004年から2016年にかけての最大の就業者数を抱えるサービス産業と，同産業

に属するIT-BPO産業の雇用者数，および同産業から間接的に創出された雇用

者数との合計数およびサービス産業における同比率の推移を表したものであ

る。たとえば，2014年から2016年にかけてIT-BPO産業内で新たに創出された

雇用者数は18.8万人（E)，そして同期間に関連する他部門で間接的に新たに創

出された雇用者数は47万人（F）であった。したがって，これら直接的・間接

的創出雇用者数（G）は65.8万人であった。

そしてこれらの他部門で間接に創出された雇用者収入による家計消費の大部
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図表１１１T-BPO産業で創出された雇用者数と他部門で間接的に創出された雇用者数推移（万人）

出所：図表１０およびＢＰＡＰ（2011)，IBPＡＰ（2017）より作成

注１）：２年ごとの他部門で創出された間接的雇用者数は，ＢＰＡＰ（2011）の算出方：

依拠して，IT-BPO部門の直接的雇用者数の2.5倍換算で算出してある。

注２）：（P）はサービス産業に属している政府自治体・軍等の公的サービス就業者数。

の算出方式に
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分は既述のように，海外からの送金によって購入される，小売，飲食サービス，

その他金融，運輸，等々のサービス産業に属すると想定される。したがって，

同期間にサービス産業で新たに増加した雇用者数は1932万人（Ｈ）であること

から，そのうちの34.1％（I=G/H）はこれらIT-BPO関連で新たに直接的・間

接的に創出された雇用者によって占められていることになる。

すでに見てきたように2016年における全産業就業者数とサービス産業全体

の就業数に占める，IT-BPO産業の就業数の比率は，それぞれ28％と51％で

あったが（図表ｌ参照)，サービス産業内他部門で創出された間接的雇用者数

の同比率は，12.7％，したがって2016年におけるIT-BPO産業の直接的・間接

的雇用者合計数（4011万人）（E）は，全産業就業者数とサービス産業就業者

数のそれぞれ１０．０％（Ｆ）と17.7％（Ｇ）を占めていることを意味する。

同時にこの間のサービス産業の雇用者数の増加分に対する，IT-BPO関連

で創出された雇用者増加分を見た場合には，2004年から２年ごとに320％か

ら828％の範囲でサービス産業雇用者数の増加分に貢献してきたことになる。

そして．2004年から2016年にかけてサービス産業で増加した就業者数（738.2

万人）に占める，同期間にIT-BPO関連で直接的・間接的に増加した就業者数

(367.8万人＝105.1万人十262.7万人）を見てみると，後者の同比率は49.8％に及

ぶことになる。同様に全産業就業者数の２年ごとの増加数に占めるIT-BPO

産業の同増加数比率は，27.9％から60.3％にまで及んでいる。

以上の諸点に留意して，同国の就業構造をルイスの転換点から考察した場合

にはどのような結論が導き出されるのだろうか。

４．ルイスの転換点とlT-BPO産業

４．１ルイスの転換点の新興国への適合性

「ルイスの転換点」（Lewis：1954）は，一般的には，「工業化のプロセスが

進展するにつれて，工業部門に必要な労働者を供給していた農村部の余剰労働

力がやがて枯渇する点に到達する。そしてこの点を超えると，工業部門の労働
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力が不足し賃金は上昇傾向に転ずる」とされている（速水：1995,85-87頁)。

しかし本来のＬｅｗｉｓ（1954）が論じていたのは，「thesubsistencesector」

から「thecapitalistsector」への余剰労働力の移動と，前者における余剰労働

力の枯渇点，およびそれによる賃金上昇の局面への移行点を論じたものである

(Lewis：1954,ppl39-l91，とくにｐｐ､145-152)。しかしながら，工業化をより

有利に進められてきた先進国型ないし旧植民地保有国型諸国とは異なり，非

植民地国として歴史的に自国産業のバランスを著しく破壊されてきた経緯を有

する発展途上国ないし新興国諸国においては，自立的工業化は極めて困難な国

内的・国際的諸条件を抱えることになる'0)。

前節でも見てきたように，サービス産業も含めて，全産業にわたってイン

フォーマルセクターとしての「subsistencesector」を抱える新興国にルイ

スの転換点を「工業と農業」のみを独立変数として論じてしまうのは，極めて

危険な分析視覚に陥ってしまうリスクを抱えることになる。むしろ，新興国に

おける適合`性という観点からは，単なる産業間の労働力移動という視点からで

はなく，ルイス本来の「thecapitalistsector」と「thesubsistencesector」間

の二重経済を前提とした余剰労働力の移動という視点から吟味するほうが有効

であるといえる。

既述の通り，フィリピンのみならず多くの新興国において主要な就業者を抱

えるのは，「工業と農業」ではなく，サービス産業である。しかも，留意すぺ

き点は不安定就業層を抱えるインフォーマル・セクターが全産業にわたって内

包されている点にある。また工業部門においても伝統的（traditional）家内工

業的零細家族企業が多くを占めている。したがって，「traditionalsector対

modernsector」の対比を農業対工業の対比で置き換えることは意味をなさな

い。

すでに見てきたように．主要産業は，歴史的経緯もあり，現地「財閥系」一

族支配型企業と多国籍企業による寡占的支配構造下にあり，工業部門が自立的

雇用吸収力の視点からは構造的に脆弱性を有しているために，他産業からの余

剰労働力を有効に吸収できず，結果的に余剰労働力はサービス産業中心にイ
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ンフォーマル・セクターとして滞留する。したがって．こうした状況下におい

ては，農村・都市双方に滞留するこうした余剰労働力の滞留と移動を，どのよ

うに「capitalistsector」と「subsistencesector」間の余剰労働力の移動とし

て数値化できるのか。さらにその場合の「転換点」とはどの部門間の労働力の

移動が交叉する点なのか等が課題となる。そして本論文の最大の論点となって

いるサービス産業としてのIT-BPO産業の急速な台頭をこうした分析課題の中

でどのように位置づけられるのだろうか。

４．２「capitalistsector」としてのlT-BPO産業

サービス産業に位置づけられるIT-BPO産業の諸企業の多くは，明らかに

米国籍を始めとする外資系企業を中心に法人登録されたフォーマル・セクター

の諸企業であり'１)，ルイス的には近代的産業としての「capitalistsector」とし

て位置づけられる。しかしながら，サービス産業には多くのインフォーマル・

セクターに従事する不安定就業層が滞留している。したがって，ルイスの転換

点を「農業とサービス産業」問の就業人口比で対比することは，両産業に多く

の「subsistencesector」が含まれているために的確さに欠けることになる。

さらにIT-BPO産業に属する諸企業の多くは現時点ではマニラ，セブを中

心とする事業環境に適した大都市に存在している。しかし「農村と都市」問

の労働力対比を見た場合には，これら大都市に滞留を余儀なくされ，イン

フォーマル・セクターとしてのサービス産業でその日暮らしを余儀なくされて

いる「subsistencesector」に位置づけられる膨大なスラム居住者が含まれて

しまうことになる。そこで本論文では，こうした問題点に留意した上で，便宜

的に，いくつかの「転換点」を図示してみる。

４．３ルイスの転換点としてのlT-BPO産業の位置

ルイスの転換点を，彼が用いていた「subsistencesectors対capitalist

sectors」とIT-BPO産業に留意した場合，以下の８つの対抗軸が検証に値す

る。それらは，「農業就業者数対工業就業者数」「農業就業者数対製造業就
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業者数」「農業就業者数対サービス産業就業者数」「農村人口対都市人

口｣，「フォーマルセクター就業者対インフォーマルセクター就業者」そし

て「IT-BPO産業関連就業者数対農業就業数｣，「IT-BPO産業関連就業者数

対工業就業者数」「ITBPO産業関連就業者数対製造業就業者数｣，以上で

ある。ここでは，入手可能データおよび新興国，特にフィリピン固有のIT-

BPOの就業構造の視点を考慮して，後者の３点を中心に見ていく。

図表12は，全産業就業者数に占める，農林漁業就業者数，工業（鉱業・製造

業・建設業・電力・ガス・水供給'2)）就業者数，工業の中の製造業就業者数，

そしてIT-BPO産業の直接的雇用者数（フルタイムベース）と同産業が他部門

で間接的に創出した雇用者数それぞれの比率の推移を示している。

同図表に示されているように，IT-BPO産業関連の（直接的・間接的）雇用

者数の全就業者数に占める比率は，2004年の0.9％から急速に増加し，2014年

図表1２lT-BPO産業とルイスの転換点

…←工業

一IT-BPO(2)

～－（製造業）

…③～IT-BPO(l+2）

－－農林漁業

一…ITBPO(1)

０
０
０
０
０
０
０
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出所：図表11に同じ。

注：2022年の農林漁業，工業，製造業の数値は,2008年以降の年平均増減率によって算出。

IT-BPOの同数値は，IBPＡＰ（2017）の推定数値から算出。
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には製造業部門就業数を上回り，2016年には9.8％にまで拡大してきている。

こうした推移をルイスの転換点の視点から「subsistencesectors」と

｢capitalistsectors」との対比としてみた場合，このIT-BPO関連の就業数の推

移をどのように位置づけられるのだろうか。同図表からは，将来的にクロスす

る可能`性が高い産業分野が「農林漁業と工業」間であるようにみえる。しかし

その内実は，海外ＯＦＷ（OverseasFilipinoworkers）による本国送金と国内

IT-BPO関連就業者による個人・家計消費によって創出された家計最終消費支

出額によって誘引された個人消費市場と，こうした消費市場の拡大によるオ

フィス需要の高まりとビル建設・不動産開発（工業・サービス産業）やビルの

レンタル（サービス産業）や金融業（サービス産業）が連関しあっている。

したがって，たとえば2016年の工業部門就業者数とその比率の拡大はその中

の製造業就業者数の拡大ではなく，建設部門就業者数の拡大によってもたらさ

れている'3)。

換言すれば，IT-BPO産業の台頭は金融を含むサービス産業を中心としなが

らも建設を含む工業部門の就業者数の増大にも関連していることを意味する。

このことは，工業部門の自立的成長と農業部門の低下とのクロスというより

も，IT-BPO産業の台頭によって他律的に拡大した建設部門の発展がクロスの

最大の要因であることを意味する。したがってその意味では，工業，農業のク

ロスはIT-BPO産業のさらなる発展によって生じうることになる。

それでは，2014年前後を境にクロスしたIT-BPO産業関連の就業者数と製造

業部門就業者数は，ルイスの転換点の視点からはどのように理解すべきであろ

うか。

IT-BPO産業において直接的間接的に創出された雇用者数が，製造業就業者

数を2014年を境に超え，そしてこの傾向がIBPAPの推定通り'4１，2022年に直

接雇用者数が180万人になり，他部門での間接的雇用者数が2.5倍の450万人な

るとすれば，直接的間接的雇用者合計数は630万人の規模となることになる。

このことは，全就業者数に対する製造業就業者数比率の予想値（８％台前半）

に対していっそう格差を広げていくことを意味する。しかも全産業就業者数
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が，ｉかりに2004年から2016年にかけての就業者数年平均増加率，1.8％水準で

増加し続けた場合を想定すると，2022年の全産業就業数は4499万人となる。し

たがって，2022年に想定されるIT-BPO産業で直接的間接的に就業することに

なる雇用者推定数630万人は全産業就業者数の140％を占めることになる。

同国には多くの完全失業者や一定の就業時間に満たないいわゆる

Underemployedの形態での不安定就業層'５１のみならず，各産業分野および農

村と都市にもインフォーマルセクターを中心に不安定就業層が多様な形で存在

する。こうしたなかで，フォーマルセクターとしてのIT-BPO産業の直接的そ

して間接的就業者数の増加が，工業部門の中心的位置を占める製造業就業者数

と2014年にはクロスする転換点に至ったことが今後の発展プロセスにどのよう

な意味を有しているのかを理論的に明らかにしていくことが次の課題となる'６１。

従来，経済発展プロセスにおける就業人口の推移は，農業から工業化へのプ

ロセスを経ながら次第に関連する諸サービス産業への発展へと経ていく。この

プロセスがいわゆるIndustrializationからDe-industrializationへの従来型プ

ロセスでもある。それではフィリピンにおけるIT-BPO産業の拡大を基盤とす

るサービス産業の発展プロセスは，de-industrializationではなく，どのような

付加価値創出をベースとした発展プロセスとなっているのだろうか。この点を

明らかにするためには，このIT-BPO産業を労働内容の観点から検証してみる

ことが有効となる。別稿（林：2017）で見てきたようにこれら同国のIT‐

BPO産業の諸企業の事業内容は，コールセンター等の音声業務や，顧客管理，

経理，人事，会計・経理，総務，庶務等のいわゆるバックオフイス業務，各種

ソフトウエア開発の請負業務，医療転写業務を中心とする業務プロセスであ

り，中心的価値創出業務を間接的にサポートするバリューチェーンのより下流

工程に位置している。同国のIT-BPO諸企業はこれら業務を，米国をはじめと

する英語圏の諸企業から請け負い低コストで処理してフィードバックする

サービス輸出を収益源とする。これら同国諸企業の国際競争上の優位性の源泉

は，英語とＩＴ技術を駆使して業務を短期間により低コストで処理していく能

力に求められる。したがって，競合する海外の諸企業はインドを筆頭に英語
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を公用語とし，低コストでのＩＴ技術の開発と処理能力の高い新興国地域の諸

企業となる'７１。

こうしたIT-BPO産業に集約されるソフトウエアを技術的基盤とする情報

サービス産業が，製造業以上に雇用者と付加価値創出の中心的役割を担ってい

く構図は，1970年以降の東アジア諸国地域のハードウエアを技術的基盤とした

工業化による発展の構図とは明らかに異なっている。他方，フィリピンのIT‐

BPO産業の発展の構図と東アジア型発展の構図との共通点は，両者ともに外

資の活用と輸出'8)を通した国際市場との連結，換言すればバリューチェーンの

国際的連結に見いだされる。

こうした発展途上国ないし新興国の今後の発展のプロセスにおける異質性と

共通性を，多国籍企業のグローバル・バリューチェーンと新興国のローカル・

バリューチェーンの視点からどのように理論的に説明していくのかが今後の課

題となる。

４゜まとめと今後の課題

本論文では，フィリピンＢＰＯ産業の拡大・発展による同産業における就業

者数の増大が同国産業の発展のなかでどのように位置づけられうるのかを，古

典的開発経済論に位置づけられる「ルイスの転換点」に留意しながら検討して

きた。

その際，フィリピンの貧困層いわゆるＢＯＰ層が主たる経済活動の場とする

インフォーマルセクターも，またＢＰＯ産業が属するフォーマルセクターもと

もにその多くがサービス産業に属していること，そして製造業を軸とした工業

部門の発展が雇用吸収力の点から脆弱性を抱えていることから，「ルイスの転

換点」を「農業部門就業者対工業部門就業者」の図式から吟味することは有

効ではないこと，むしろ「ルイス：1954」の本来の比較対象用語として用いら

れていた「subsistencesectors対capitalistsectors」との対比を分析の軸に置

くほうがより有効となりうることであった．したがって農業，工業においても
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“subsistencewage"で就業する労働者は多く内包されてはいるが，

｢subsistencesectors」を内包すると同時に急速な成長と雇用吸収力を示し

てきたＢＰＯ産業を始めとする「capitalistsectors」を抱えるサービス産業を

分析の軸とすることが重要な意味を持つことを見てきた。

本論文では，いずれにせよ，同国においては，「ルイスの転換点」には未だ

到達していないと結論付けたい。

別稿においても指摘したようにインフォーマル・セクター，とりわけ農村

における不安定就業層が貧困ラインから抜け出すためのポトムアップ型の効果

的政策として，現地ＮＧＯが介在したマイクロファイナンスを活用した家族

ベースの零細事業（マイクロビジネス）を検討してきた（林：2016)。その際，

そこでのメインプレーヤーとしての女性の役割の重要性に留意してきた。その

最大の理由は，家族，特に子どもを抱える女性ほど，貴重な経営資源を有効に

活用しその果実をよりサステイナブルな家族の経済的基盤と子どもの健康，

教育のために生産的に活用することにあった。そして就業者の多くが女性に

よって占められているIT-BPO産業の発展と拡大は，こうした「ポトムアップ」

型のサステイナブルな経済的効果を内包している。

フォーマルセクターとして位置づけられるこうしたＢＰＯ企業群の活動事業

地域は，首都圏やセブからさらにNextWaveCities，，として呼称されている

ダバオ（DavaoLカガヤンデオロ（KagayanDeOro)，イロイロ（Iloilo)，

バカロド（Bacalod)，ドゥマグェテ（Dumaguete）をはじめとする地方都市

へと展開されてきている（BPAIP201LIPBAP2017)'９１。

このことは，同産業に従事する多くの女性の経済的基盤の確立が，単に地域

を含む個人消費市場を拡大させることを意味するだけではなく，農村地域に居

住する家族全体の生活基盤と子供たちの健康・教育を財政的に支えうる役割を

果たすものとして認識しうることを意味する。したがって，同産業が拡大基調

を保持しうるとすれば，ＯＦＷからの送金による経済的効果と同様に子女の

教育水準を底上げし同産業の担い手を再生産しうることをも意味する。換言

すれば，このことは，従来はインフォーマルセクターにとどまらざるを得な
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かつた不安定就業層としてのＢＯＰ層が次第にフォーマルセクターヘと移動す

る可能性を示唆している。このことは，同産業の拡大による女性雇用者数の増

大は，次第に中間層の拡大と貧困層の縮小へと連動しうることを意味する。こ

うした農村地域における経済基盤の安定化と農村市場の拡大は同時に，肥料・

農薬等の農業用市場のみならず生活用品および家電その他の工業製品市場の拡

大をもたらすことになる。したがって、このことは，次第にフィリピン国内工

業製品市場規模を外資系企業や現地大手企業に現地生産を経済的に可能とする

いわゆる「クリテイカルマス（criticalmass)」（Rogers：2003,343-350）へと

到達させていくことを意味する。すなわち，サービス産業としてのＢＰＯ産業

自体には，他部門との技術的．中間財創出連関効果が相対的に低いとしても20)，

同産業の拡大は，結果的に，従来は輸入に依存していた工業部門諸製品を次第

に外資系企業・現地企業による現地生産とローカル・サプライヤーの創出を促

し，他産業部門への技術的・雇用創出波及効果を導き出す重要な産業基盤とな

りうることを意味する。こうした，フィリピン型新興国経済発展の構図におけ

る同国のIT-BPO産業の発展を，「Lewisの転換点」の視点から吟味した場合，

従来の開発経済学で論じられてきた「農業対工業」との対比ではなく，サー

ビス産業内における「subsistencesector（ないしinfOrmalsector)」と

｢capitalistsector（ないしfOrmalsector)」との対比を軸として分析される必

要があることを見てきた。

それでは，本論文で検討してきたように，同国が「ルイスの転換点」に到達

していないとすれば，そして「subsistencesectors」としてのインフォーマル

セクターを中心に不安定就業層が全産業にわたって滞留するとすれば，一体，

何故，平均所得が上昇傾向を示してきたのかそしてIT-BPO産業の発展が個

人消費市場の拡大を媒介として，工業部門，とくに製造業の自立的発展へと連

動させていくいわゆる「Rogersのクリテイカルマス」にどのような経路で到

達していくのかついてはそれぞれ別稿で検討していく。
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[注］

ｌ） フィリピンのIT-BPO業界や政府では，業務を受託する側の立場から，ＢＰＯを

用いずにＢＰＭ（BusinessProcessManagement）を用いるケースが増えてきて

いる。

速水（１９９５：85-87）およびJanvry,ADandSadouletQAE（2016：343-346）は，

｢ルイスの転換点」を農業対工業の対比で論じているのに対して，Todaro,Ｍ．

Ｐ..andSmith,Ｓｃ．（2011)，およびTaylorJE,andLybbert,TＪ（2015：249-265）

は，traditionalsector（農業）対modernsector（工業・サービス）の二部門間

対比で論じている。それに対して，Ｌｅｗｉｓ（1954）は，転換点に関して，農業

対工業の直接的対比ではなく，「subsistansesectorVScapitalistSector」との

対比で論じており，そこでの“subsistence"に属する部門・職種を"subsistence

wage"で働く，農民，日雇い労働者，零細小売業者，女中奉公等々を含めてい

る。したがって，彼の論理からすれば，農業だけではなく，多くのサービス産

業に滞留する余剰労働力も対比の範蠕に含めていたことを意味する。

｢中間所得国の罠」に関しては，Agenor,ＰＲ,Canuto,０，andJelenicOM．（2012）

に要点がまとめられている。この用語は，Gill,ＬａｎｄＫｈａｒａｓ（2007）によって

用いられて以降，一般化したものと思われる。本論文では，この「中間所得国

の罠」の概念に対しては，一部の新興国にのみ適合しうる概念として位置づけ

ており，むしろ多くの新興国には，「低開発の罠」「貧困の罠」の概念をより適

合的概念として位置づけている。

いわゆるＮＩＥＳの発展の構図に関しては，平Ⅱ’（1992,1993a,l993b）が参考に

なった。

世界銀行（WorldBank，以下ＷＢ）のデータ・バンクであるWorld

DevelopmentIndicatorsによる農村・都市の定義は下記の様になっている。

以下，原文のまま。Urbanlandareainsquarekilometers，basedona

combinationofpopulationcounts（persons)，settlementpointsoandthe

presenceofNighttimeLights・Areasaredefinedasurbanwherecontiguous

lightedcellsfromtheNighttimeLightsorapproximatedurbanextehtsbased

onbufferedsettlementpointsfOrwhichthetotalpopulationisgreaterthan

5,000persons，Urbanpopulationreferstopeoplelivinginurbanareasas

definedbynationalstatisticaloflices・ItiscalculatedusingWorldBank

populationestimatesandurbanratiosfromtheUnitedNationsWorld

UrbanizationProspectsAggregationofurbanandruralpopulationmaynot

adｄｕｐｔｏtotalpopulationbecauseofdilferentcountrycoverages

Rurallandareainsquarekilometers,derivedfromurbanextentgridswhich

distinguishurbanandruralareasbasedo、acombinationofpopulationcounts

(persons),settlementpoints,andthepresenceofNighttimeLightsAreasare

２）

3）

４）

５）
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definedasurbanwhereconnguouslightedcellsfromtheNighttimeLightsor

approximatedurbanextentsbasedonbufferedsettlementpointsfOrwhich

thetotalpopulationisgreaterthan5,O00persons・

事業体がInfOrmalSectorに属するかFormalsectorに属するかの違いは，ここ

ではILOの定義に基づき，正規に法人登録されている企業はFormalsectorに

属し登録されていない場合はInfOrmalsectorに属する要領で分類してある。

これらインフォーマルセクターに属する企業の多くは，零細規模の正規に法人

税を支払っていない家族（自家）営業の企業で構成されている。Formal

EmploymentとInfOrmalEmploymentは．それぞれFormalSectorとInformal

Sectorで就業している層を意味する。

2012年３月，2013年８月．2014年３月のＳａｎＰａｂｌｏ市近郊の農村におけるマイ

クロファイナンス（ＮＧＯのＣＡＲＤ銀行）活用の女性チームへの林・井口・荒

井による共同インタビュー調査（林：2016,第４章)。

都市とスラムに関するUN-Habitatの具体的数値に関しては，Janvry,Aand

Sadoulet,Ｅ（2016,Chapl2）でも紹介されている。

インドにおいては，同産業で新たに雇用者１名が雇用されると新たに３～４名

の雇用が創出されると指摘されている（Sudan,Ｒ,Ayer,S,ｅｔ.a1.,2010,ｐ､8)。

こうした論点に関しては，1970年代に台頭してきたいわゆる従属論者の指摘も，

限界と同時に有効性も有しているといえる（林：2016)。

フィリピンにおけるＢＯＰ売上高上位15社（2014年）については，林（2017：

図表５）に紹介されている。

Electricity,Gas,SteamAirConditioningSupply,WaterSupplyがこの工業部

門に入っている（PSA2016）

2004年の工業部門就業者数に占める製造業と建設業の比率は，2004年にはそれ

ぞれ60.7％対35.1％であったが,2016年の両比率は,47.5％対47.2％となっており，

製造業就業者数が微増であったのに対して，建設業分野の就業者数が急速に増

加してきた。こうした銀行業，不動産開発，ピルのレンタル等々の事業は，現

地財閥系企業グループが主導しており，その意味ではIT-BPO産業の拡大は所

得格差，貧富の格差の解消に直結しているとは言えない。

IBPＡＰ（2017)．ｐ56.

2016年現在の同国の完全失業者とUnderemployment層（週40時間以下の必要

労働時間に満たない不完全就業層）の労働力人口に対する割合いと人数は，

2010年～2014年それぞれ平均7.0％と19.2％’2014年の同人数はそれぞれ約230万

人と約720万人となっている（PSA2015)。

本来は，製造業部門によって産業連関的に他部門で創出される付加価値額と雇

用効果を明らかにしそれとの対比で，ＢＰＯ産業の直接的・間接的雇用者数を

位置づける必要があるが，本論文では．データの都合上，その点に課題を抱え

６）

7）

８）

9）

１０）

１１）

12）

13）
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ている。

Tholons（2016）によると，ＢＰＯの海外アウトソーシング先として条件が整っ

ている都市のランキングToplOには，Bangalore（１位LMumbai（３位）を

はじめインドの６都市がランクインしている。フィリピンはマニラが第２位，

セブが第７位に位置している。

フィリピンIT-BPO産業の収益（salesrevenue）の90％強が輸出によるものと

なっている（林：2017)。しかし取引がオンライン上で行われているために公

表されている数値がどの程度正確なものかは明確ではない。

"Tholons2016ToplOOOutsourcingdestinations”（Thlons2016）によれば。

2016年の海外outsoucing先の順位として，フィリピンからは，上位100の市・

地区にManila（２位），ＣｅｂｕＣｉｔｙ（７），Davao（66)，SantaＲｏｓａ（81)，

BacolodCity（85)，IloiloCity（90)，Dumaguete（93)，BaguioCity（94)，

MetroClark（97）がランクインしている。なお，同資料によると，同年の

ToplOには，Bangalore（１位)，Ｍｕｍｂａｉ（３位）をはじめインドの６都市が

ランクインしている。

この点については，Ｒａｍｏｓｅｔａｌ（2007),UsuiN（2011）が参考になった。

17）

１８）

19）

20）
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